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 議案第 ４４ 号関係  

 

件   名 
八幡浜市議会議員及び八幡浜市長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

担 当 課 総務企画部 総務課 

根拠法令等 
公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第 141 条第 8 項、 

第 142 条第 11 項及び第 143 条第 15 項 

施 行 日 公布の日 

 

【１．趣旨】 

 

 市町村の議会の議員又は市町村長の選挙においては、市町村は、公職選挙法の選挙運動に関す

る規定に準じて、条例で定めるところにより、公職の候補者の選挙運動に係る自動車の使用、ビ

ラの作成、ポスターの作成を公費で負担することができる。 

公職選挙法施行令の一部改正（令和 4 年 4 月 6 日政令第 172 号）の趣旨に則り、八幡浜市議会

議員及び八幡浜市長の選挙における選挙運動の公費負担に係る限度額の見直しを行う。 

 

 

【２．改正の概要】 

 

⑴ 第４条（選挙運動用自動車の使用の公費負担額及び支払手続） 

区分 限度額（現行） 限度額（改正後） 

一般運送契約以外の契約 

 
自動車の借入れ（１日当たり） １５，８００円 １６，１００円 

燃料の供給（１日当たり） ７，５６０円 ７，７００円 

 

⑵ 第８条（選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払手続） 

区分 限度額（現行） 限度額（改正後） 

ビラの作成（１枚当たり） ７円５１銭 ７円７３銭 

 

⑶ 第１１条（選挙運動用ポスターの作成の公費負担額及び支払手続） 

区分 ポスターの作成（１枚当たり） 

限度額（現行） 
５２５円６銭×ポスター掲示場の数＋３１０，５００円 

ポスター掲示場の数 
（参考：ポスター掲示場の数が９８箇所の場合、３，６９４円） 

限度額（改正後） 
５４１円３１銭×ポスター掲示場の数＋３１６，２５０円 

ポスター掲示場の数 
（参考：ポスター掲示場の数が９８箇所の場合、３，７６９円） 
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【３．市長・市議選挙における改正後の公費負担一覧】 

 

概要 限度額 

一般運送契約（１日当たり） 

※ 今回改正なし 
６４，５００円 

一般運送契約以外の契約 

 

自動車の借入れ（１日当たり） １６，１００円 

燃料の供給（１日当たり） ７，７００円 

運転手の雇用（１日当たり） 

※ 今回改正なし 
１２，５００円 

ビラの作成（１枚当たり） 

７円７３銭 

※ 市長選：7円 73 銭×16,000 枚（上限）＝123,680 円 

※ 市議選：7円 73 銭× 4,000 枚（上限）＝ 30,920 円 

ポスターの作成（１枚当たり） 

５４１円３１銭×ポスター掲示場の数＋３１６，２５０円 
ポスター掲示場の数 

（参考：ポスター掲示場の数が９８箇所の場合、３，７６９円） 

 

【参考条文】 公職選挙法（抄） 

 

（自動車、船舶及び拡声機の使用） 

第百四十一条 （略） 

２～７ （略） 

８ 地方公共団体の議会の議員又は長の選挙については、地方公共団体は、前項の規定（参議院比例

代表選出議員の選挙に係る部分を除く。）に準じて、条例で定めるところにより、公職の候補者の

第一項の自動車の使用について、無料とすることができる。 

 

（文書図画の頒布） 

第百四十二条 （略） 

２～１０ （略） 

１１ 地方公共団体の議会の議員又は長の選挙については、地方公共団体は、前項の規定（参議院比

例代表選出議員の選挙に係る部分を除く。）に準じて、条例で定めるところにより、公職の候補者

の第一項第三号から第七号までのビラの作成について、無料とすることができる。 

１２・１３ （略） 

 

（文書図画の掲示） 

第百四十三条 （略） 

２～１４ （略） 

１５ 地方公共団体の議会の議員又は長の選挙については、地方公共団体は、前項の規定（参議院比

例代表選出議員の選挙に係る部分を除く。）に準じて、条例で定めるところにより、公職の候補者

の第一項第四号の三の個人演説会告知用ポスター（都道府県知事の選挙の場合に限る。）及び同項

第五号のポスターの作成について、無料とすることができる。 

１６～１９ （略） 
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 議案第 ４５ 号関係  

 

件   名 
八幡浜市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

担 当 課 総務企画部 総務課 

根拠法令等 

・地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号） 

・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

（平成３年法律第７６号） 

施 行 日 令和４年１０月１日 

 

 

【 １．趣旨 】 

 

令和３年８月に人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」及び「国家公務員の

育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出」に基づき、妊娠、出産及び育児

等と仕事の両立をより一層推進することを目的として、育児休業の取得回数の制限を緩

和すること等の措置を講ずるため、所要の条例改正を行う。 

 

  

【 ２．現行の育児休業制度（参考） 】 

 

○育児休業の対象となる職員 

・正規職員  

・一定の要件を満たす非常勤職員（以下「会計年度任用職員等」という。） 

  （一定の要件） 

   （１）勤務日が週３日以上又は年１２１日以上であること。 

（２）子が１歳６か月になる日までに任期（更新後のものを含む。）が満了する 

ことが明らかでないこと。 

（３）任命権者を同じくする職に引き続き採用されないことが明らかでないこと。 

 

 

 ○育児休業の期間 

・正規職員       ・・・ 子が３歳に達するまで 

・会計年度任用職員等  ・・・ 子が１歳に達するまで 

・夫婦がともに育児休業をする場合は、子が１歳２か月に達するまでの間 

・子が１歳を超えても保育所に入所できないなど、特に必要と認められる 

場合には１歳６か月まで （さらに必要と認められる場合は２歳まで） 

 

 

 ○育児休業の回数 

   原則として１人の子について１回 

ただし、子の出生の日から５７日間以内に育児休業（パパ休暇）を取得した場合、再 

び育児休業を取得することが可能。 
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出生後 

８週間 

出生後 

８週間 

【 ３．法改正概要 】 

 

 ○育児休業取得制限等の緩和 

 

概 要 現 行 改 正 後 

育児休業の取得回数 １回 ２回 

子の出生の日から５７日間以内に 

取得できる育児休業 
１回 ２回 

子の出生の日から５７日間以内に 

取得できる育児休業の呼称 
パパ休暇 

産後パパ育休 

（出生時育児休業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 ４．条例改正の内容 】 

 

①条例第２条第４号ア（ア）の改正 

『会計年度任用職員等が産後パパ育休（出生時育児休業）を取得する場合の要件を緩和』 

 

概 要 現 行 改 正 後 

会計年度任用職員等の任期等 

（産後パパ育休（出生時育児休業） 

を取得する場合に限る） 

子の１歳６か月 

到達日まで 

子の出生の日から 

５７日間の末日から

６月を経過する日 

（出生の日から約８

か月） 

 

 

②旧条例第４条第 5 号の削除 

『育児休業等計画書を廃止』 

子の出生の日から 57 日間以内の育休 

パパ休暇 

産後パパ育休（出生時育児休業） 

【現行 （原則１回、子の出生の日から５７日間以内の育児休業１回）】 

〈 イメージ 〉 

出生 

出生 

育休 

【改正後（原則２回、子の出生の日から５７日間以内の育児休業２回）】 

（主に男性職員） 
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・育児休業法の改正により、育児休業が原則２回まで取得可能となったことから、育

児休業等計画書を廃止する。 

 

 

 ③条例第 3 条第 7 号の改正 

『育児休業に関して任期付職員についても会計年度任用職員等と同様の取扱いとする』 

 

・会計年度任用職員等以外に、任期付職員法に基づく任期付職員等（当市において採

用した事例はない。）についても育児休業法の改正内容を踏まえ、任期の更新又は

継続採用時における再度の育児休業を可能とする。 

 

 

例：令和４年４月１日から令和５年３月３１日までを当初の任期とする会計年度任用 

職員又は、任期付職員等の場合 

    ただし、「２の一定の要件」を満たすことが必要 

 

【育児休業のイメージ】 

 

                

           R4.10.27     

 任期の始期    （育休の開始） 任期の末日 

 ┃       ┃  ┃     ┃     

R4.4.1     R4.9.1     R5.3.31  

        （出 産）     

【再度の育児休業開始】 

 

                  更新後の任期の始期    更新後の任期の末日 

┃        ┃       ┃ 

R5.4.1      R5.8.31     R6.3.31 

（子どもが 1歳 

に達するため育休終了）→ 復職 

 

 

 

 

④条例第２条第４号、第２条の３、第２条の４の改正 

『子が１歳以降の会計年度任用職員等の育児休業の取得の柔軟化』 

 

・子が１歳以上１歳６か月未満の期間の途中での夫婦交替取得を可能とする。 

 

  【会計年度任用職員等の育児休業の対象期間を子の１歳６か月到達日までとする要件】 

    ① 会計年度任用職員等又はその配偶者が子の１歳到達日において育児休業を取

得している場合 

    ② 子が１歳到達日を超えても保育所に入所できないなど、特に必要と認められる

場合 

      ※①、②は現行通り 

－5－



 

 

    ③ 会計年度任用職員等の子が１歳到達日の翌日（会計年度任用職員等の配偶者が

子の１歳到達日の翌日以降、育児休業を取得する場合にあっては、その期間の

末日とされた翌日以前の日）を育児休業の初日として取得しようとする場合 

    ④ 会計年度任用職員等の子が１歳到達日後の期間において①～③の条件に該当

して育児休業をしたことがない場合 

      ※③、④が今回の条例改正内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・育児休業の対象期間の上限を１歳６か月から２歳に達する日とする要件についても

上記①～④の１歳到達日を１歳６か月到達日と読み替えて同様の取扱いとなるよう

規定する。 

 

 

 

 

【現行】 

【改正後】 
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 議案第 ４６ 号関係  

 

件   名 八幡浜市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

担 当 課 総務企画部 総務課 

根拠法令等 
・雇用保険法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１２号） 

・国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号） 

施 行 日 
令和４年１０月１日 

（一部の規定は令和４年４月１日、令和４年７月１日から適用） 

 

【 １．趣旨 】 

 

雇用保険法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１２号）により、国家公務員退

職手当法（昭和２８年法律第１８２号）の一部が改正されたことから、これに準じて市

の職員退職手当支給条例について、所要の改正を行う。 

 

  

【 ２．改正に関する制度の現状（改正前の状況） 】 

 

 （１）公務員については、法律によって身分が保障されており、民間の労働者のような景

気変動による失業が予想されにくいこと等の理由から、雇用保険法が適用除外となり、

原則、失業給付はない。 

  （失業者の退職手当）・・・詳細は３の（２）に記載 

ただし、一定期間以上勤続した者で、退職後、一定期間失業しているもののうち、

退職手当条例の規定に基づく要件に該当するものに対して、退職時に支給された退職

手当の額が雇用保険法の規定に基づく基本手当（失業手当）の額を下回っている者に

限り、生活保障等の観点から、その差額を、失業者の退職手当として支給することと

している。 

（２）会計年度任用職員のうち、パートタイムの職員は退職手当の支給がないため、雇用

保険法が適用となるが、フルタイムの職員は、月１８日以上、１年間勤務を継続した

職員には退職手当が支給されることから、１年経過後は雇用保険法の適用除外となる。 

 

 

【 ３．条例改正の内容 】 

 

（１）フルタイムの会計年度任用職員に関する退職手当の支給要件を緩和 

     

①第２条第２項の改正及び関連事項として第１０条第２項の改正 

    ・退職手当の支給は、月１８日以上、１年間勤務を継続した職員を対象としている。 

     この１８日を１日でも下回ると退職手当の支給対象外となる。 

     そこで、今回の条例改正により、１８日の勤務要件について「職員みなし日数」

を導入して緩和する。 

 

 ～職員みなし日数の考え方～ 

（１ヶ月の要勤務日数が２０日以上の場合は該当しない） 

例：１ヶ月の要勤務日数が１８日（２月や５月など、休日等の関係でそもそもの勤 

  務日数が少ない月）であって、この月の実勤務日数が１７日以下（退職手当の 

受給要件を下回る勤務日）となってしまった場合等の救済措置 
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条例に準じた計算をすると ２０日－１８日 ＝ ２日 

                   １８日－ ２日 ＝１６日（職員みなし日数） 

 

      よって、実勤務日数が１６日以上あれば、「職員みなし日数」に該当し 

１８日の退職手当受給要件を満たすこととなる。 

        → 有給休暇や特別休暇は勤務日数に含まれるため、該当事象をあげる 

          とすれば、やむを得ず『欠勤』を１日ないし２日取得した場合等があ

てはまる。 

 

 

 

②附則第１１項、第１２項の追記（会計年度任用職員制度の見直し） 

    ・フルタイムの会計年度任用職員については、上記の通り月１８日以上、１年間勤

務を継続した職員に対して退職手当を支給しているが、勤務期間を６ヶ月に緩和

する。 

ただし、支給する退職手当の額は、１年勤務した職員の１００分の５０に相当 

する金額とする。 

 

     

     例：退職手当の試算 

１４６，１００円（フルタイムの会計年度任用職員の本俸（初年度）） 

１年経過後退職した場合の退職手当  約７３，０００円 

          ６ヶ月     〃         約３６，５００円 

 

 

 

（２）失業者の退職手当の支給要件の緩和 

 

  ～失業者の退職手当とは～ 

    一定期間以上勤続した者で、退職後、一定期間失業しているもののうち、退職手当

退職時に支給された退職手当の額が雇用保険法の規定に基づく基本手当（失業手当）

の額を下回っている者に限り、生活保障等の観点から、その差額を、失業者の退職手

当として支給するもの。 

 

なお、失業者の退職手当は、以下の要件を全て満たす場合に支給する。 

１．勤続期間が１２月以上で退職した職員であること。 

２．退職手当の額が、雇用保険法の基本手当（失業手当）の額に満たないこと。 

３．原則として、退職の日の翌日から起算して１年の期間内に失業していること。 

４．待機日数※１を超えて失業していること。 

※１ 失業時に支払われた退職手当が、基本手当相当額の何日分に当たるかを  

計算した日数。 

 

例： 退職手当の額   ２００，０００円※２ 

         ※２ 退職手当の額がおよそ２００，０００円になるのは正職員で２年経過後、  

              フルタイムの会計年度任用職員で３年経過後に退職した場合。 

        基本手当の日額    ５，０００円 （前６ヶ月の給料月額等から算出） 

        所定支給日数        ９０日 （勤務年数に応じて最大１５０日） 
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        民間企業を退職した場合の失業手当 

支給総額   ５，０００円×９０日 ＝ ４５０，０００円 

 

      よって、４５０，０００円－２００，０００円＝２５０，０００円を失業者の

退職手当として支給する。 

      

なお、この場合の待機日数は４０日（２００，０００÷５，０００）となる。             

     ４０日を超えてなお失業状態の場合は、４１日目から９０日目まで（就職が決ま

ればその日まで）、日額５，０００円、総額２５０，０００円の失業者の退職手

当を支給する。 

 

 

（イメージ図） 

 

 

民間企業 

 

自治体 

 

 

 

 

 

 

①第１０条第４項の改正 

・退職後、起業した場合、当該事業の実施期間を失業者の退職手当の受給期間に

算入しない特例措置。 

→ このことにより最大で退職後４年まで受給期間を延長することができる

ようなる。 

 

 

例： 離職日の翌日に起業して２年後に廃業したケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②附則第１０項の改正（基本手当に相当する退職手当に係る給付日数の延長に関する暫定措置） 

・特定退職者（心身の故障による免職等）については、公共職業安定所長が再就

職の促進に必要な職業指導を行うことを適当と認めた者であって、厚生労働大

 『失業者の退職手当』 

基本手当（失業手当） Ａ 

Ａ－Ｂ 退職手当 Ｂ 

45万円 

20万円 25万円 41日目 
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臣が「雇用機会が不足する地域※３」と指定する地域に居住する者に該当する場

合、給付日数を、所定支給日数９０日から、さらに６０日追加する措置を令和

４年３月３１日まで講じていたところである。 

今回の改正により当該措置を、令和４年３月３１日から令和７年３月３１日ま

で延長するもの。 

        ※３ 雇用機会が不足する地域とは、求職者の割合が高く、求人倍率が低い地域であり、 

１５道県２９地域（令和３年１０月１日現在）が指定されている。現在、愛媛県に 

指定されている地域はない。 

 

③条例第１０条第１１項第５号の改正 

・職業安定法の改正に伴う引用条文の項ズレ 
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